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第９章 台湾の通商戦略 －TPP への期待－ 

 

平川 幸子 

 

はじめに 

アジア太平洋地域の経済統合の進展を考える上で、台湾の参加問題は直接には触れにく

いテーマになっている。この地域には、台湾と外交問題を持つ国家が一つもないという政

治的現実がある。正式な国家間協定である FTA を基礎とする制度的統合が急速に進展した

21 世紀に入って、台湾はむしろ地域統合・地域協力から取り残されてきた。しかし、アジ

ア太平洋地域を自由で開放的な地域経済圏とし、法的安定性や予測可能性に基づく秩序を

構築したい日本にとって、同質的な価値を持つ台湾の TPP 参加は経済的だけでなく戦略的

なメリットも大きい。実現のためには、日中関係、両岸関係、地域全体に政治的波乱を起

こさないよう、現有の制度的基盤を上手に利用しながらの地道で高度な努力が求められる。 

中国は、「一つの中国」を至上の原則とするが、同時に、台湾が民間レベルで海外と経

済社会関係を築くことには反対しないというスタンスも一貫して不変である。状況によっ

ては柔軟な妥協も見せる。TPP が目指したリベラルなルールとその構築プロセスには、実

は台湾をグローバルな市民社会として包含しうる論理や実践のヒントがあるのではないか。

そのような問題意識をもって台湾の FTA 政策を検討したい。 

 

１．台湾の FTA 状況 

（１）マルチ経済枠組みへの参加 

台湾は APEC と WTO のメンバーであり、自由貿易や経済協力を国際的に推進する義務

がある。APECには 1991年、Chinese Taipeiの名称で参加した。WTOには 2002年、the Separate 

Customs Territory of Taiwan, Penghu, Kinmen and Matsu (TPKM: 台湾膨湖金門馬祖個別関税

領域)の名称で参加しており、Chinese Taipeiの通称が使用される。Chinese Taipeiの中国語

表記は、通常、台湾では「中華台北」、中国では「中国台北」である。 

APEC には中国、香港と同時に参加したが、その背景には、ポスト冷戦の国際構造の変

化の中で、１）天安門事件後で国際的非難を受けていた中国の低姿勢、２）李登輝総統の

「中華民国」名称に拘らない実務外交、３）台湾・中国との両チャネルを有していたホス

ト国韓国による慎重かつ巧みな仲介、などの要因がある。さらに、APEC結成の基礎となっ

た PBEC（太平洋経済委員会）や PECC（太平洋経済協力会議）など非政府間会合の場で、

台湾の経済界リーダーが一定の役割を果たしていたことも大きい。スリー・チャイナの同
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時加盟によって、それまで明文化されていなかった APEC の参加資格も主権国家ではなく

「エコノミー（経済体）」と規定された。 

一方、WTO 加盟は、前身である GATT への加盟申請プロセスからの継承である。台湾

は 1990 年から TPKM の名称で加盟申請を開始した。中国の人権問題と最恵国待遇のリン

ク、台湾ロビーの強い議会からの圧力などを考慮した結果、米国のブッシュ政権は、GATT

への台湾の加盟を認めるが、タイミングとしては中国が先に加盟するという妥協を図り、

これに他の諸国も同調した。台湾は、自身の加盟基準審査は 1999年に既に終了していたが、

中国の 2001年 12月の加盟を待った後、2002年 1月に WTOに加盟した。 

APEC や WTO の例は、中国との同時加盟ではあるが、台湾のマルチ枠組みへの参加が

不可能ではないことを示している。現在、WTO の政府調達規定（GPA）、新サービス貿易

協定（TiSA）、情報技術協定（ITAII）交渉に参加している。台湾の現行の平均関税率は 6.3％

（WTO2015 年）であり、非農産物 4.7%、農産物 16.5%となっている。非農産物の関税率

が既に十分低いことは、他諸国にとって台湾との FTAへのインセンティブが高まらなかっ

た原因の一つである。 

 

（２）FTA 政策の変遷 

①陳水扁政権期（2000-2008） 

台湾では WTO 加盟以前の 2000 年 2 月に経済部国際貿易局内に FTA 担当部署が設置さ

れ研究が始められた。2001 年 10 月にはニュージーランド、シンガポール、日本、米国を

重点的対象とする方針が打ち出されている。台湾独立志向の強い民進党の陳水扁政権で

あったが、初期には中国との関係改善策として両岸 FTA 構想を示していた。ただし、この

「両岸統合論」は、WTO での対等な地位を利用して、両岸関係を政府間関係として再定義

するものだとして中国側は受け入れなかった。この時期に唯一進展したのが、「小三通」と

いわれる両岸直接交流である。金門島と厦門（両門）、馬祖列島と福州市馬尾区（両馬）間

での交通、客船が運航され、台湾から金門島への航空便が増便された、中台両岸チャーター

直行便も試されている。この仕事をしたのが、当時の大陸委員会主任委員の蔡英文であっ

た。 

中国側の総じて冷たい反応に業を煮やした陳総統が 2002年 8月に「一辺一国」（台湾と

中国はそれぞれが国家である）と発言した後は、事実上、中台関係改善の道は絶たれた。

中国への遠慮から台湾と FTA 交渉をする国家はなくなった。結局、在任中、締結、発効し

た FTA は、パナマ（2004）、グアテマラ（2006）、ニカラグア（2008）、エル・サルバドル

及びホンデュラス（2008）という外交関係のある中南米国家だけであり、経済的効果は限
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られていた。 

中国からの圧力を受けて、ニュージーランド、シンガポールは中国との FTA 交渉を優先

した。日台間では、2001 年の APEC 上海会議の際、平沼赳夫経済産業大臣と林信義経済部

長が会談し、FTA の必要性で意見の一致をみた。日本の経産省は、台湾の東アジア地域枠

組みへの参加を望ましいと考えたが、外務省は台湾との FTA を必要としない立場であった。

理由としては台湾の実行関税率の低さが挙げられた。結局、日台 FTA の議論は、東亜経済

人会議という民間レベルでの検討にとどまった。 

米国は台湾が最も重視した FTA 候補国であった。WTO のケースと同じく、米国は中国

からの圧力に屈せずに FTA 交渉に応じるだろう、米国との FTA が締結されれば、他諸国

も FTA 交渉に応じると期待したのである。米国と台湾との間には、1994 年より貿易投資

枠組み協定（Trade and Investment Framework Agreement: TIFA）の協議があった。しかし、

台湾の知的財産権保護が不十分だという米国の不満により、1998年以降、会合は中止され

ていた。米国との FTA を熱望する台湾は、TIFA 会合を協議の場と捉えて再開をもちかけ

2002年には次官級会合が予定されていた。しかし、米国側は、知的財産権の問題に加えて

農産品、医薬品などの市場開放も遅れていると再度不満を示し、再び TIFA 会合をキャン

セルした。その後、2004 年 11 月にようやく再開されたものの、中国との「三通」が実現

していないうちは米国へのメリットはない、米議会が政府への貿易交渉授権を延長してい

ない、などの理由をつけて、米国は FTA 交渉に難色を示した。 

一方、中国は、独立志向の政策を一段と強める陳水扁を封じ込めるため、野党国民党に

接近し、経済協力とともに台湾の国際的空間拡大への協力を約束する。2005年 4月に連戦

国民党主席が中国を訪問し、胡錦濤国家主席と会談した。両者が関係改善の基礎としたの

が、いわゆる「92年合意」
1
 である。 

 

②馬英九政権期（2008-2016） 

陳水扁時代に両岸政治関係は悪化したものの、民間の経済関係は深まった。馬英九は、

中国との経済連携、関係改善によって経済を発展させると共に、良好な両岸関係を基礎と

して地域経済統合への参入を目指す方針を取った。両岸の友好関係を築いて地域の安定化

に貢献し、第三国が中国に遠慮せずに台湾との実質的関係を強化する。それにより、台湾

の国際的孤立や周辺化を打開するという戦略であった。 

中国の支援を取りつけて馬政権が成立すると、1988年以来中断されていた海峡交流基金

会（台湾側窓口）と海峡両岸関係協会（大陸側）による両岸協議が直ちに再開された。中

台間の直行便開設、大陸からの観光客受け入れ、食品安全、空運・海運、郵政協定が次々
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と締結された。犯罪取り締まり、金融、農産品検疫、検査、漁船員労務などの協力協定締

結も相次いだ。そして、2010 年 6月、重慶で両岸経済協力枠組み協定（Economic Cooperation 

Framework Agreement: ECFA）が締結された。ECFA では物品貿易とサービス貿易で先行的

な関税引き下げ措置が実施されることになったが、その対象は圧倒的に中国が多く、また

台湾の農産物はリストから外されるなど、中国側が大幅に譲歩していた。その後も投資保

護・促進協定や関税協力協定などが締結され、出先窓口機関の相互開設も検討された。関

係は次第にレベルアップし、行政院大陸委員会と国務院台湾事務弁公室の主任同士の閣僚

級会談も開始され、2015 年 11月にはシンガポールでの馬英九・習近平の歴史的会談に至っ

た。 

台湾の TPP/RCEP に参加する可能性の点からも現実的な変化が生まれた。それが、ニュー

ジーランド、シンガポールとの二つの FTA締結である
2
。2013 年 7月に、ニュージーラン

ドとの FTA である台紐経済合作協定（Agreement between New Zealand and the Separate 

Customs Territory of Taiwan, Penghu, Kinmen, and Matsu :ANZTEC）が、ウェリントンのヴィ

クトリア大学にて署名式が行われた。同年 11 月には、シンガポールとの FTA である、台

星経済夥伴協定（Agreement between Singapore and the Separate Customs Territory of Taiwan, 

Penghu, Kinmen, and Matsu: ASTEP）が署名された。台湾にとり初のアジア太平洋地域での

FTA締結国となった両国は、どちらも TPP/RCEP の加盟国であり、そのことが台湾のメガ

FTA 政策に弾みをつけることになった。馬政府は、2014年 1月から TPP/RCEP を同時推進

するとして、経済部国際貿易課に専門部署を設置、研究と交渉準備を本格的に開始した。 

ANZTEC は合計 25 章から構成され、物品の市場アクセス、原産地規則、税務プロセス

と協力、国境を超えるサービス貿易、投資、政府調達、争議解決、貿易の技術的障害（TBT）、

衛星植物検疫（SPS）、電子商取引、競争政策、知的財産、労働、環境、先住民、映画・テ

レビ共同制作など幅広く包括的である。先住民など TPP にはないチャプターもある。市場

アクセスは、12年間で台湾は 94.5%（コメは除外）、ニュージーランド側は 100％となる。 

ASTEP は合計 17 章から構成される。物品の市場アクセス、原産地規則、国境を超える

サービス貿易、政府調達、電子商取引、貿易の技術的障害（TBT）、貿易上の救済、投資、

競争政策、衛生植物検疫（SPS）、知的財産、紛争解決などから構成される。市場アクセス

は、即時撤廃が 83％であり、残りを 5、10、15 年で段階的に削減、撤廃するが、農産物を

中心に 40品目は対象外になっている。 

台湾政府は、両協定とも包括的で先進的内容を含む高水準の FTA であり TPP に比肩で

きる点をアピールしている。中国からの反応も、「ニュージーランドと『中国の台湾地区』

との協定締結は、両エコノミー間の経済関係を活性化する」「経済、貿易、文化領域で台湾
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が（対外関係を）結ぶことは問題ない。しかし、公式な政府間関係に発展されることはあっ

てはならない」と好意的であった。二つの協定とも、名称や締結主体は民間性を強調し、

政府間関係に見えないように周到に準備されたことで、中国にとって「合理的で公正なア

レンジメント」がなされ、「一つの中国」原則が忠実に実行された例となった
3
。 

それができたのは、両国が既に中国と FTA を締結している国家だからであろう。ニュー

ジーランドは、中国経済に対して好意的評価をする傾向がある。WTO 加盟のための二国間

交渉、中国の完全市場経済の地位認定、中国と自由貿易区に関する交渉などを行った最初

の国であり、2008 年に中国と FTA を締結した最初の OECD 加盟国となった。一方、シン

ガポールは、同年に中国と包括的 FTA を締結した最初の東アジア国家となった。現行の中

国 ASEAN の FTA（ACFTA）を超えての二国間協定であり、ASEAN の結束を乱し将来の

ASEAN共同体への不安を招くとして、他の ASEAN諸国からの厳しい批判を受けての決定

であった。いずれも中国から見ると FTA友好国といえよう。 

このように、中国との協調により地域経済統合に参入するという馬英九の戦略は、一定

の具体的成果を上げた。しかし、政権の危機は足元の内政にあった。馬政府が TPP/RCEP

参加を宣言した 2014年の 3月に、両岸サービス貿易協定批准を阻止する学生が立法院を占

拠した。11月の統一地方選挙では国民党は大敗し、民進党が躍進した。2016 年の総統選レー

スでは蔡英文が終始リードし、圧勝に終わった。 

 

２．台湾の TPP 戦略 

（１）蔡英文の考え方 

国立政治大学の国際経済法の教授であった彼女の政治キャリアは、1986 年に台湾政府の

国際貿易交渉団の総顧問を務めたことから始まった。自らの人生と台湾の歴史的変革プロ

セスが重なると蔡自身がいう。 

 

1990年から 2002年まで、WTO加盟という死活のかかった交渉の第一線に身を置き、台湾経

済が脱皮への里程標を通過するのを自分の目で見た。 

1990 年代後半から 2015 年まで、両岸関係に巨大な波が何度も押し寄せる中で、総統府国家

安全会議の諮問委員、行政院大陸委員会主任委員、民進党主席を経験し、両岸問題を処理する

中で切れ目なく続く歴史の流れに向き合ってきた。 

2000 年の民進党による政権奪取に始まり、2008 年の二度目の政権交代を経て、今に見る民

進党再起に至る間、政治に進んで身を投じ、曲折に満ちた総統への道をまい進してきた。 

蔡英文「蔡英文を知る」『蔡英文の台湾』 
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台湾の多国間 FTA への加盟は、蔡英文の原点でありライフワークともいえる。総統と

なった今、今までの経験を結晶化させて提起したのが、「新経済発展モデル」である。その

概略は、5月 20日の総統就任演説で 5 つの重点課題として示された
4
。TPP/RCEP 加盟に関

しては、第一課題「経済構造の転換」の部分ですぐに触れられている。それによると、台

湾の優位性は、「海洋経済の活力と強靭性、実務的で信頼できるエンジニア文化、完備され

た産業サプライチェーン、敏捷で活力ある中小企業、永遠なる不撓不屈の起業精神」であ

る。そのような台湾が「イノベーション、雇用、分配を、核心的価値観として」、持続可能

な新しいモデルを追求する。その改革の第一歩が、経済の活力と自主性を強化し、世界お

よび地域とのつながりを深め、「環太平洋パートナーシップ協定（TPP）、東アジア地域包

括的経済連携(RCEP)といった多国間及び二国間による経済連携および自由貿易交渉への

積極的な参加」を図ることだという。同時に、新南向政策を推進し、対外的な経済の形態

および多元性を強化し、「従来の単一市場に依存し過ぎた現象と決別する」との方針も明確

に述べられた。単一市場とは中国を指すことは明白だ。 

第四課題「地域の平和的安定発展と両岸関係」部分では、台湾がこのまま地域統合、地

域協力の実務に参加できなければ、取るに足らない存在となり取り残され「未来の自主権

さえ喪失しかねない」という。しかし、危機を転機と捉えて、新しい台湾の発展モデルの

プロセスを、アジア地域での「経済共同体」構築プロセスと連動させて、発展戦略を共有

できると主張するのである。そして、経済相互依存に基づく資源、人材、市場など広範な

協力精神に立ち、ASEAN のみならずインドとの関係を深める「新南向政策」を打ち出し

た。 

 

（２）中国依存からの脱却効果 

TPP12 か国、RCEP16 か国との貿易額とシェアを見ると、中国が加盟している RCEP と

の経済関係の規模がはるかに大きい（表１）。純粋に経済的効果を目指すのであれば RCEP

加盟の方が魅力的であるともいえるが、対中国経済依存からの決別という目的であれば、

TPP が直接的な効果を持つ。 

表２は、台湾の主要貿易相手国を比べたものである。2005 年の時点では、中国、日本、

米国、EU が、数字的にほぼバランスの取れた相手国として存在していたが、この 10年の

間に中国が圧倒的にシェアを伸ばしたことが確認できる。米国が 20％、日本がわずか 5％

の減少であったのに対し、中国の対台湾貿易額は 81％も伸びている。中国経済の高い成長

率に加えて、2008年の馬英九政権下の両岸系経済の深化の影響が大きい。台湾は特に主要
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産業である ICTセクターでの労働集約型生産と最終組み立て作業を中国に移転することで、

完成品を海外市場に輸出する体制を構築してきた。 

TPP 参加国は台湾の総輸入の 40％、総輸出高の 34％、総輸出入の 36.9％を占めている。

米国と日本のシェアが突出して高いが、それ以外では豪州、シンガポール、マレーシア、

ベトナムが主要な貿易相手国である。TPP12 か国合計は中国を上回っており、台湾にとっ

て TPP 加盟は望ましい貿易バランスを実現する手段となることがわかる（表３）。現行の

FTAカバー率は 9.74％であるが、経済部国際貿易局によると TPP 加盟によって約 40%にな

るという。 

両岸での生産分業によって、中国は台湾の圧倒的な投資先にもなっている（表４）。台

湾の対中国投資は対外直接投資の実に 61％近くを占めている。これらの公式統計は香港経

由などの投資を計上していないと思われるため、実際には金額は多いと推計される。一方、

TPP12 か国は対外直接投資の約 17％である。シンガポールと米国が主な投資先であり、TPP

国内の 70％を占め、これは台湾の対外投資の 10 %に当たる。台湾は総じて対外投資国で

あり、2015年の対外直接投資は 256十億米ドルであり、海外からの対内投資 137十億米ド

ルの約 2倍に当たる（出典：J. Schott（2016））。TPP 加盟により中国以外への投資を増やし、

一方、台湾への投資を呼び込むことができれば、中国への過度の依存を解消することが可

能になり、両岸の投資関係のバランスも改善されよう。中国からの投資は統一への実効的

手段になりかねないことから、台湾当局は中国からの投資を厳しく規制してきた。ECFA

以降、開放されるようになったが、依然として非対称性が際立っている。 

TPP 加盟による経済効果を台湾当局が試算したのが表５である。ただし、海外エコノミ

ストの試算によると、TPP が 2030年に完全施行された場合、台湾が非加盟であっても自由

貿易推進の効果で正の波及効果の恩恵に与かるという予測もある 。その他、よく指摘され

る点として、同じ輸出型経済である韓国とのライバル関係がある。確かに台湾の輸出上位

10品目のうち 6 つが韓国と競合しているが、いくつかの違いが存在する。台湾の場合は電

子部品分野が輸出全体の 4 分の１を占めている。他業種で全体の 4％以上を占めるものが

ない。これに対して韓国は、電子部品の他にも乗用車、石油製品、電話用機器・部品など

輸出品目が多様である。業種の多様性に加えて、韓国は TPP12 か国との自由貿易投資面で

の関係が深い。TPP 国のうち米国を含む 10 か国と FTA を持ち、日本やメキシコとも交渉

中である。米国や EU との高水準 FTA は、韓国は台湾に比べて TPP 参加体制が整っている

ことを示す。台湾は ECFAによって中国との経済関係を深めているが、韓国も中国との FTA

を締結し、中国市場でも優位に立っている。 
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表１．2015 年台湾の対 TPP 国、対 RCEP 国との貿易とシェア（単位：十億米ドル）5 

TPP12 か国合計 RCEP16 か国合計 

187.9（36.91％） 293.3（57.59％） 

 

表２．台湾の主要貿易相手国（単位：十億米ドル）6 

 2005年 2010年 2015年 

 輸出 輸入 輸出入へ

のシェア 

輸出 輸入 輸出入へ

のシェア

輸出 輸入 輸出入へ

のシェア

中国 43.6 20.1 16.7％ 76.9 35.9 21.5％ 71.2 44.2 22.7％

日本 15.1 46.1 16.1％ 18.0 51.9 13.3％ 19.3 38.7 11.4％

米国 29.1 21.2 13.2％ 31.5 25.4 10.8％ 34.2 26.4 11.9％

EU 22.5 17.6 10.5％ 27.4 21.3 9.3％ 23.7 22.8 9.1％

世界

全体 

198.4 182.6 100.00％ 274.6 251.2 100.00％ 280.4 228.6 100.00％

 

表３．2015 年台湾の商品貿易とシェア（単位：十億米ドル）（出典：J. Schott（2016）） 

 輸入 輸出 輸出入額 

TPP12 か国合計 91.8（40.1%） 96.1（34.3%） 187.9（36.9%） 

中国 44.2（19.3%） 71.2（25.4%） 115.4（22.7%） 

 

表４．2015 年台湾の FDI ストックとシェア（単位：十億米ドル）（出典：J. Schott（2016）） 

 対外投資 投資受入れ 

TPP12 か国合計 42.2（16.5％） 55.7（40.6％）

中国 154.9（60.6％） 1.4（1.1％） 

 

表５．加入・不加入がもたらす経済的影響（単位：十億米ドル、人、％）7 

 加入した場合 不加入の場合 

 増減 増減率 増減 増減率 

実質 GDP ＋7,801 ＋1.95 ▲1,091 ▲0.27 

就業者数 ＋65,219 ＋0.65 ▲7,038 ▲0.07 

輸出額 ＋15,844 ＋5.65 ▲394.31 ▲0.13 

輸入額 ＋16,351 ＋7.61 ▲591.66 ▲0.28 

（注） 物品貿易は全品目開放、サービス貿易は関税率換算で 2/3 引き下げのケース（資料）台湾経済部

資料を基にみずほ総合研究所作成 
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（３）国内構造改革および消費者問題 

蔡政権は TPP 加盟を台湾経済の構造改革を促す外圧として捉えている。政府は 2016 年 8

月、「投資拡大プログラム」を発表し、「投資環境の改善」「民間投資の刺激」「国営企業・

政府が出資する民営企業による事業投資の活発化」「デジタル分野でのイノベーション強化」

を四つの柱として政策を進めている（図１）。イノベーションに関しては、さらに「五大イ

ノベーション研究開発計画」を発表している（図２）。これらを実現する上での規制緩和や

改革に加えて、新産業分野でも積極的に国際的規格を採用する必要があり、TPP 加盟のメ

リットは大きい。 

たとえば投資レジームの向上は台湾がTPPを外圧として解決できる課題である。台湾は、

世界経済フォーラムのグローバル競争力指標によると、「魅力的な投資先」15 位に留まっ

ている。しかし TPP 市場では一貫して透明性を保証する普遍的なルールが約束され。紛争

解決（ISDS）も担保されることから台湾の投資環境はよくなる。また、中小企業の多い台

湾にとって TPP の中小企業章は政府の成長戦略に直結している。官民協力アプローチの観

点からも台湾の目指すビジネスモデルは、総じて TPP とかなり親和性が高い。 

市場アクセスの点では、農産物市場開放がポイントとなる。民進党はもともと第一次産

業の従事者が多い南部に支持者が多い。これについて民進党 TPP 政策担当者は、「だから

といって保護主義ではない。農業関係者とのパイプを持っているからこそ国民党にはでき

ない説得ができる」と筆者のインタビューに答えた（2015 年 11 月 5 日、民主進歩党中央

部政策委員会にて）。「農産物の輸出」戦略にも積極的だ。 

FTAへの懸念材料として深刻なのは、台湾住民に根強い「食品安全」への疑念であろう。

たとえば牛肉である。台湾では米国での BSE 発生を受けて 2003 年より米国産牛肉を輸入

禁止としていた。米国との TIFA 協議を再開し FTA 交渉につなげたい馬政権は 2009 年に、

30 か月未満の若い牛に限り、骨付き肉および内臓も輸入可能とする制限緩和策を発表した。

内臓肉まで規制緩和をしたのは米国から譲歩を迫られたからであった。これに対し野党民

進党だけでなく一部の国民党、立法院からも反発がおきた。交渉を再開したい台湾政府は、

「米国との合意は国内法よりも優先する」（蘇起国家安全保障会議秘書長）との考えで強硬

に規制緩和を実施する姿勢を見せたため、台湾住民はさらに反発、米国との再交渉を求め

る住民投票が呼びかけられ 90万人の署名が集まった。立法院でも食品衛生管理法改正案が

与野党の間で大筋合意されて、2010 年 1 月に可決された。一連の動きに対し、米国側は、

AIT（米国在台協会）報道官、通商代表部、農務省が共同で「台湾による合意の一方的破

棄だ」と強く非難。結局、同年に予定されていた TIFA 協議は延期され、FTA 交渉の目途

も断たれた。 
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現在、日本と台湾の間にも似た問題がおきている。台湾は、2011年東京電力福島第１原

発事故以来、日本産 18食品の輸入を規制してきた。福島など５県の食品を全面輸入規制し

ているが、日本は「科学的根拠がない」と解除を求めてきた。蔡政権が 2016 年 11月にリ

スクの低いものから段階的に解除する方針を表明すると、野党国民党が猛反発。「日本人が

食べない食品を台湾人に食わせるのか」と攻撃し、是非についての住民投票を求めた。政

府の開催する住民公聴会を国民党関係者が妨害するなど混乱が続いている。 

 

 

図１．投資拡大プログラムの４つの柱 
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図 2 五大イノベーション産業計画 

 

 

３．日本はどうするか？ 

日台関係は外交関係ではないが、安定して友好的で、国家抜きの社会関係だけで成立す

るという意味でアジアでは珍しい先進的な関係だといえよう。市民社会同士の関係は民主

主義や市場経済などリベラルな価値が揃ってないと築けない。陳水扁総統は任期中、「日台

関係は過去最高」と語っていたが、続く馬政権も同じ表現を重ねた。2009年を「台日パー

トナーシップ」の促進年として、経済貿易、文化、青少年、観光、対話の 5つのテーマを

主軸に交流強化の枠組みが作られた。2011年 3 月の東日本大震災の際、日本に寄せられた

義援金への感謝を契機に、「日台『絆』イニシアチブ」が交流協会と亜東関係協会により共

同発表され、人々同士の心と心の交流を確固たるものにしている。 

2011 年 9 月に締結された「日台民間投資取り決め」は、台湾にとっては、米台 TIFA と

同じく将来的な EPA 交渉を視野に入れた「積み木方式」の第一歩と位置付けられる。実際、

日台投資取り決めは相互の投資家に内国民待遇、最恵国待遇に相当する地位を付与する自

由化を規定しており、1972年の断交後、最もハイレベルな内容を備えた協定となった。ち

なみに、この時点では中国・台湾の間では投資保護協定しか締結されておらず、日台が先

に上のレベルに進むこととなったが中国もこれを黙認した。双方の航空会社が航路開設を

自由に決定できる「オープンスカイ協定」も締結された。歴史的に中国は日台航路問題に

敏感に介入してきたが、この時には妨害しなかった。中国の軟化姿勢の背景には、これら
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の協定が民間同士の取り決めの形式を守っていたのに加えて、既に台湾が総統選挙戦に

入っていたという事情もある。馬英九は、日台関係の進展を成果としてアピールしており、

中国も表立った批判を控えたと思われる。馬政権二期目には、長年の懸案であった漁業取

り決めを締結した他、「電子商取引取り決め」「薬事規制協力取り決め」「観光事業協力取り

決め」「日台民間租税取り決め」「日台競争法了解覚書」など多くの協定が締結されている。 

これらの成果を引き継いで蔡政権は、亜東関係協会理事長に邱義仁・元国家安全会議秘

書長、駐日代表にあたる台北駐日経済文化代表処代表に謝長廷・元行政院長を任命し、対

日関係重視の姿勢を示した。いずれも、中国や米国に配慮しながら、「民間人」の立場で自

由に動き回り外交関係を調整できる人脈や経験を持つ党の重鎮だ。既に効果は表れている

ように見える。馬政権時に勃発した沖ノ鳥島の領有問題を逆利用して「日台海洋協力対話」

を創設、幅広い議題設定で年 1 回開催が決まった。1976 年から続く「日台貿易経済会議」

の開催も 40回を超え、政府関係者の参加も慣例化している。 

このように、ローキーながら日台関係は安定的な制度化過程にある。支えているのは日

台間の友好的な民意と交流意欲である
8
。2017 年 1 月 1 日からは交流協会の名称が、日本

台湾交流協会に変更された。1972年の日台断交時、政治的配慮から交流対象を明示せず不

自然な団体名になったが、設立 45 年がたった現在、双方の貿易総額は 579 億ドル（1972

年は 10億ドル）、人的往来は 600万人を超える（1972 年は 30数万人）という。一方で、

台湾における交流協会の認知度は 14％であり、その向上が課題であった
9
。亜東関係協会

の東京事務所は、1992年から「台北駐日経済文化代表処」の名称を使用しているが、謝長

廷代表も 1月 11 日、職員に対して、今後は「台北」代表処ではなく、「台湾」代表処と名

乗るよう指示したという。「台北」と名乗るとそれ以外の台中や高雄にも代表処があるかの

ような誤解を招くと理由が語られた
10
。このような民間のボトムアップ交流からの必要性

は無理のない説明であり、対外的にも説得力を持つ。 

とはいえ、日台関係の実質的強化は、常に外交戦略的に解釈される。今回も中国外交部

は、「『二つの中国』のたくらみに断固として反対する」、「台湾当局と国際社会に誤ったメッ

セージを出し、中日関係に新たな障害をつくってはならない」と強烈な不満を表明してい

る
11
。したがって、今後も日台が EPA 交渉を進めるに当たっては、中国を刺激しないよう

に静かに一歩ずつ進めていく必要がある。友好的な日台交流拡大を基礎条件として、「民間」

の建前を崩すことなく「積み木」を完成させる心構えが必要となろう。民主主義や通商国

家、法の支配という共通の価値観がある日本と台湾であれば、たとえ接触窓口が「民間」

であっても、官民協力の中で間接的に政府間チャネルを築くことが可能である。フォーマ

ルな場で「一つの中国」原則に抵触せず、民間関係の深化という合理的説明ができれば中
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国も受け入れやすい。幸い蔡総統は実務型のリーダーであり、主権や政治問題をプレイアッ

プすることを望んでいない。台湾が米中関係、日中関係のゲームのカードとして使われる

ことは全く不本意だろう。 

この姿勢が、日本の台湾接近を可能にさせる。バイに終わらずマルチの枠組みでも「政

経分離・民間窓口」を基本にアジア的なモダリティを見つけて、中国の懸念を招かない方

法を日本の方から示唆できないか。非公式性、非拘束性などソフトな運営原理、トラック

２などアクターの重層性、補完的な協力枠組み体制など、アジア地域主義の特徴の中に妙

案が見つかるのではないか。日・ASEAN 諸国や日・インドの「民間」主体の実務的な協

力枠組みにテスト的に台湾をオブザーバー参加させられないか。その場合、中国の推進す

る「一帯一路」にもメリットのある論理を見つけて、中台関係や地域全体の利益を考慮す

る姿勢が必要だ。いろいろな方法を検討、テストするには今がベストタイミングである。 
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－注－ 

 
1  「92 年合意」とは、1992 年に香港で両岸関係の専門機構（台湾側の海峡交流基金会、中国側の海峡両

岸関係協会）が会談の前提として達したとされる合意である。国民党は、合意内容を「一個中国・各

自表述」とし、「一つの中国」原則に両者は合意するが、その解釈は各自が行う、と説明する。中国側

は、「92 年合意」とは「一つの中国」原則としか説明しないが、馬英九が「一つの中国とは中華民国

である」と発言しても黙認していることから、事実上異なる解釈を認めているといえる。民進党は従

来、「92 年合意」の存在自体を否定していたが、総統選期間中から蔡英文は、92 年の会談があったと

いう歴史的事実は認めるという言い方をしていた。 
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http://www.trade.gov.tw/english/Pages/List.aspx?nodeID=1713 (Accessed Jan 30) 
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